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これまでの議論と今後の検討（未定稿） 

 

 

【参考】日本学術会議の在り方に関する有識者懇談会中間報告（令和 5 年 12 月 21 日）（抄） 
 

○  学術会議と国との関係については、本懇談会としては、学術会議が以上のような使命・目的に

沿って独立して自律的に活動し、期待される機能を十分に発揮するという前提の下で、国もその

活動を保障し支援する責務を負うものと理解する。 

○  国による財政的なサポートについても、ナショナル・アカデミーの意義及び性格を踏まえて政

府が必要な財政的支援を継続して行うことの重要性を、本懇談会としても改めて確認する。 

○  我が国の科学者を内外に代表するという他の団体にはない責務と特権を与えられ、現行法上そ

の経費が国庫の負担とされている組織であることにかんがみれば、活動・運営の透明性の向上や

自律的な組織として必要なガバナンス体制の確立が求められることは、財政民主主義の観点から

も当然であり、学術会議だけが例外ということにはならない。 

 

 

○  組織体制の詳細については、活動・運営の高い独立性を前提とした上で、

科学の進歩と社会の変化が日本学術会議の活動・運営に自律的に反映される

とともに、国民の理解・信頼の確保に必要な高い透明性と自律的な組織に必

要なガバナンスが担保されるよう、以下の考え方に沿って、今後、日本学術

会議の意見も聴きながら、内閣府において法制化に向けた具体的な検討を進

める。 

 

《使命及び目的》 

１ 特別の法律に基づいて設立される新たな日本学術会議は、我が国の科学者

の内外に対する代表機関として、科学（自然科学だけでなく、社会科学及び

人文科学のすべてを含む。）が国民及び人類共有の知的資源であり、科学の進

歩と科学の成果の活用は国民及び人類の福祉に資するものであるという確信

に立って、国民の総意の下に設立される。 

新たな日本学術会議は、世界の学界と提携して科学の進歩に寄与し、科学の

向上発達及び科学の成果を通じて、国民の福祉及び我が国の発展に貢献し、ひ

いては人類社会の福祉に寄与することを目的とする。 

 ※日本学術会議の法人化に向けて（令和 5年 12月 22日） 

 

資料３ 
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◇ 学術会議のミッションは、（学術の在り方を問い直すことも含めた）学術の

方向性や学術と社会の関係などを中長期的な視点から俯瞰的に議論するこ

と。 

・ 学会や審議会ではできない、ナショナル・アカデミーにふさわしいオンリ

ーワンの活動（特別な地位・権限を付与し、国費で支援する活動） 

・ Science for science(あるものの探求)、Science for society(あるべき

ものの探究)を両輪とし、その統合を志向する俯瞰的な議論 

・ 世界的・社会的にインパクトのある提言等 

 

◇ 学術会議が国と並ぶ位置に立ち、国民からの負託に応えてのびやかに発展

していくためには、 

＊ ミッションの具体化、明確化（国民が理解し支持するような目標） 

＊ ミッションに沿った活動・運営（国民が納得できる活動・運営） 

 が期待される。財政基盤を確立し、さらに活動を広げていくためにも必要。 

 

◇ 学術会議がさまざまな外部の目と声を活動・運営に自律的に反映し、国民

の理解と信頼を得られる組織で在りつづけることを制度的にも担保。 

＊ 幅広く社会の声を代表する運営助言委員会は、主に活動の入口で、 

ミッションの具体化や組織運営に外部の視点を反映 

＊ ステークホルダーを代表する評価委員会は、主に活動の出口で、ミッ

ションに沿った活動・運営の状況を国民分かりやすく説明 

＊ 納税者たる国民を代表する監事は、入口と出口をつなぎ、ミッション

に沿った円滑かつ適切な活動・運営を常時支援 
 

＊ 運営委員会、評価委員会の意見も聴きながら業務、組織運営などに  

関する中期的な計画を策定（国民及び社会との対話、理解促進） 

 

【参考】日本学術会議の在り方に関する有識者懇談会中間報告（令和 5 年 12 月 21 日）（抄） 
 

○ 適正かつ客観的に評価・検証を行うためには、活動・運営に係る中期的な計画の策定などが必要にな

ると考えられるが、本懇談会としては、活動・運営についての会員間での認識の共有を深め、国民及び

社会から理解を得て対話を進めるという観点からは不可欠なものであり、むしろ積極的に取り組むべき

であると考える。活動・運営に必要な財源を政府や社会に求めていくための手段としても活用すべきで

あろう。 
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＊  「従来のボトムアップ型に加えて、リーダーシップ型で迅速に社会課題

に対応する仕組み」の具体化、実効性の確保 

 

 

◇ 特別の法律に基づいて設立される新たな日本学術会議は（…）学術の進歩

と学術の成果の活用は国民及び人類の福祉に資するものであるという確信に

立って、国民の総意の下に設立される。 

 

 

◇ 日本学術会議は、学術の方向性や学術と社会の関係等に関する中長期的な

視点に立った俯瞰的な議論を通じて、世界の学界と提携して科学の進歩に寄

与し、学術の向上発達及び学術の成果を通じて国民の福祉及び我が国社会の

発展に貢献し、ひいては人類社会の福祉に寄与することを目的とする。 
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＜参考＞「日本学術会議法（昭和二十三年法律第百二十一号）」 抄 

 

日本学術会議は、科学が文化国家の基礎であるという確信に立つて、科学者

の総意の下に、わが国の平和的復興、人類社会の福祉に貢献し、世界の学界と

提携して学術の進歩に寄与することを使命とし、ここに設立される。 

 

第二条 日本学術会議は、わが国の科学者の内外に対する代表機関として、科

学の向上発達を図り、行政、産業及び国民生活に科学を反映浸透させること

を目的とする。 
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《業務》 

２ 新たな日本学術会議は、独立して以下の業務を行う。 

(1) 科学に関する重要事項を中長期的視点から俯瞰的に審議し、その実現を図

ること。 

特に、科学に関する重要事項について、政府に客観的で科学的根拠に基づ

く助言（科学的助言/勧告）を行うことができる。政府は、科学に関する重要

事項について日本学術会議に科学的助言を求める（諮問）ことができる。政

府は、新たな日本学術会議の依頼に応じて、資料や情報の提供を行うことが

できる。 

(2) 科学に関する各種ネットワークの構築・活用、国民及び社会との対話の促

進などにより、科学の発展と社会課題の解決に資すること。 

(3) 科学の発展、我が国及び人類社会の課題解決への貢献を目指して、国際的

な連携・交流を進めること。このため、科学に関する国際団体に加入するこ

とができる。         ※日本学術会議の法人化に向けて（令和 5 年 12 月 22 日） 

 

 

◆ ステークホルダーとのコミュニケーション 

◆ 学会や審議会ではできない議論（学術の方向性や学術と社会の関係等に

関する中長期的な視点に立った俯瞰的な議論、Science for science と

Science for societyを両輪としその統合を志向するような議論）を通じた

世界的・社会的にインパクトのある提言等 

◆ 情報発信 

◆ 社会との連携（活動の拡大、社会のニーズの把握、財政基盤の多様化） 

◆ 国際活動（ニュートラルな立場で進められる強み） 
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＜参考＞「日本学術会議法（昭和二十三年法律第百二十一号）」 抄 

 

第三条 日本学術会議は、独立して左の職務を行う。 

一 科学に関する重要事項を審議し、その実現を図ること。 

二 科学に関する研究の連絡を図り、その能率を向上させること。 

 

第四条 政府は、左の事項について、日本学術会議に諮問することができる。 

一 科学に関する研究、試験等の助成、その他科学の振興を図るために政府

の支出する交付金、補助金等の予算及びその配分 

二 政府所管の研究所、試験所及び委託研究費等に関する予算編成の方針 

三 特に専門科学者の検討を要する重要施策 

四 その他日本学術会議に諮問することを適当と認める事項 

 

第五条 日本学術会議は、左の事項について、政府に勧告することができる。 

一 科学の振興及び技術の発達に関する方策 

二 科学に関する研究成果の活用に関する方策 

三 科学研究者の養成に関する方策 

四 科学を行政に反映させる方策 

五 科学を産業及び国民生活に浸透させる方策 

六 その他日本学術会議の目的の遂行に適当な事項 

 

第六条 政府は、日本学術会議の求に応じて、資料の提出、意見の開陳又は説

明をすることができる。 

 

第六条の二 日本学術会議は、第三条第二号の職務を達成するため、学術に関

する国際団体に加入することができる。 

２ 前項の規定により学術に関する国際団体に加入する場合において、政府が

新たに義務を負担することとなるときは、あらかじめ内閣総理大臣の承認を

経るものとする。 
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《会員選考》 

３ 新たな日本学術会議は、優れた研究又は業績がある科学者のうちから、独

立して会員を選考する。会員は、新たな日本学術会議の独立性・自律性を踏

まえつつ、透明かつ厳正なプロセスで選考されるものとする。 

(1) 新たな日本学術会議に会長が任命した外部の有識者からなる選考助言委員

会（仮称）を置き、選考に関する方針等を策定する際にあらかじめ意見を聴

くものとする。 

(2) 新たな日本学術会議における会員の選考方法は、コ・オプテーション方式

を前提とする。その上で、高い会員の資質を維持し、科学の進歩や社会の変

化に応じて会員構成などが自律的に変化し進化していくことを制度的に担保

するため、海外諸国にみられるような現会員による投票制度の導入などを検

討する。 

(3) 会員の任期、定年、定員などの在り方についても検討する。連携会員の在

り方についても関連して検討する。 

(4) 新たな日本学術会議の発足時に会員となる者の選考については、特別な選

考方法を検討する。     ※日本学術会議の法人化に向けて（令和 5年 12月 22日） 
 

 

◆  ミッション遂行に必要な very best な会員を選考 

◆  国民に説明できる方法で、国民が納得できるメンバーが選ばれるような

選考方法を検討 

⇒ 特に優れた研究又は業績がある科学者 

  ⇒ たとえば投票制、複数の方法の組合せ など 

 

＊ 学術会議が我が国の科学者の内外に対する代表機関であることを国民に

納得してもらうためにも、選考過程は重要。 

 

◆  高いダイバーシティを確保するため、会員の属性ごとに必要な資質・選

考基準を言語化（選考助言委員会を活用して外部の知見を取り入れる） 
 

◆  選ばれた very best な会員が存分に働けるような仕組みを整える 

    ⇒ 任期・再任、定年 

    ⇒ 会員数、連携会員の在り方 
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◆  新法人発足時の会員は特別な選考方法で選考することを検討 
 

◆ 会長の選考方法 ※会長の資質、サポート体制は後掲 

    ⇒ 慎重かつ丁寧なプロセスで選出 
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＜参考＞「日本学術会議法（昭和二十三年法律第百二十一号）」 抄 

 

第七条 日本学術会議は、二百十人の日本学術会議会員（以下「会員」という。）

をもつて、これを組織する。 

２ 会員は、第十七条の規定による推薦に基づいて、内閣総理大臣が任命する。 

３ 会員の任期は、六年とし、三年ごとに、その半数を任命する。 

４ 補欠の会員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 会員は、再任されることができない。ただし、補欠の会員は、一回に限り再

任されることができる。 

６ 会員は、年齢七十年に達した時に退職する。 

７・８（略） 

 

第十五条 日本学術会議に、会員と連携し、規則で定めるところにより第三条

に規定する職務の一部を行わせるため、日本学術会議連携会員（以下「連携

会員」という。）を置く。 

２ 連携会員は、優れた研究又は業績がある科学者のうちから会長が任命する。 

３ 連携会員は、非常勤とする。 

４ 前三項に定めるもののほか、連携会員に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第十七条 日本学術会議は、規則で定めるところにより、優れた研究又は業績

がある科学者のうちから会員の候補者を選考し、内閣府令で定めるところに

より、内閣総理大臣に推薦するものとする。 
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《内部組織》 

４ 新たな日本学術会議の体制の重要事項は以下のような方向で検討する。細

則については、法律の規定を踏まえ、法人が定める。 

(1) 会長及び副会長数名を置き、会長は会員の互選によって定める。常勤とす

ることも検討する。 

(2) 運営・活動に関する重要事項の決定は、会員から構成される総会の議決を

経るものとする。 

(3) 運営に関する事項を審議するため、幹事会（仮称）を置く。幹事会は、会

長、副会長及び会員で組織し、幹事会の構成員は会長が任命する。 

 ※日本学術会議の法人化に向けて（令和 5年 12月 22日） 

 

 

 ◆ 会長の資質、ミッション 

・  学術界のトップとして誰もが認める見識 

・  学問の方向性や社会の在り方に関する議論をリード 

・  ボトムアップ型活動のリード 

・  社会の課題にトップダウンで対応 

・  適切な業務・組織運営（マネジメント、ガバナンス）、財政基盤 

 

【再掲】 

＊  「従来のボトムアップ型に加えて、リーダーシップ型で迅速に社会課題

に対応する仕組み」の具体化、実効性の確保 

 

 

◆  会長のサポート体制 

⇒ 事務局機能の強化（PhD、URA） 

⇒ 運営判断のサポート（運営助言委員会） 

⇒ 戦略機能のサポート（戦略スタッフ） 

 

◆  会長のリーダーシップ 

    ⇒ 幹事会、総会などとの関係も考慮しつつ議論か？  



11 
 

＜参考＞「日本学術会議法（昭和二十三年法律第百二十一号）」 抄 

 

第八条 日本学術会議に、会長一人及び副会長三人を置く。 

２ 会長は、会員の互選によつて、これを定める。 

３ 副会長は、会員のうちから、総会の同意を得て、会長が指名する。 

４ 会長の任期は、三年とする。ただし、再選されることができる。 

５ 副会長の任期は、三年とする。ただし、再任されることができる。 

６ 補欠の会長又は副会長の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

第十四条 日本学術会議に、その運営に関する事項を審議させるため、幹事会

を置く。 

２ 幹事会は、会長、副会長、部長、副部長及び幹事をもつて組織する。 

３ 日本学術会議は、第二十八条の規定による規則（以下この章及び次章にお

いて「規則」という。）で定めるところにより、前章の規定による日本学術会

議の職務及び権限の一部を幹事会に委任することができる。 

 

第二十三条 日本学術会議の会議は、総会、部会及び連合部会とする。 

２ 総会は、日本学術会議の最高議決機関とし、年二回会長がこれを招集する。

但し、必要があるときは、臨時にこれを招集することができる。 

３・４（略） 

 

第二十八条 会長は、総会の議決を経て、この法律に定める事項その他日本学

術会議の運営に関する事項につき、規則を定めることができる。 
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《財政基盤》 

５ 新たな日本学術会議が国民から求められる機能を適切に発揮するために必

要な体制（事務局を含む）を整備する。 

新たな日本学術会議は、活動・運営の活性化、独立性の徹底という観点から

も、財政基盤の多様化に努める。 

その上で、必要な財政的支援を行う。外部資金獲得の支援に必要な措置も

検討する。         ※日本学術会議の法人化に向けて（令和 5年 12月 22日） 

 

【参考】日本学術会議の在り方に関する有識者懇談会中間報告（令和 5 年 12 月 21 日）（抄） 
 

○ また、学術会議と国との関係については、本懇談会としては、学術会議が以上のような使命・目

的に沿って独立して自律的に活動し、期待される機能を十分に発揮するという前提の下で、国もそ

の活動を保障し支援する責務を負うものと理解する。 
 

○ 学術会議が活動・運営を拡大強化し、国民から求められる機能を十分に発揮していくためには、

事務局の体制について、戦略的機能や調査機能、広報などの発信・アウトリーチ機能、財務・会計

等のサポート機能などの多くの点について強化を図ることが必要である。 

（…） 

以上のように事務局機能を抜本的に強化するためには、博士号の学位取得者をはじめ、組織戦略

の立案や政府・社会との調整等もサポートできるような人材をエキスパートとして高い能力や幅広

い経験を有する者を積極的・弾力的に登用できることが望ましい。 

しかし、国の機関である現状では、予算に加えて会計法令、人事・組織関係制度など厳格な共通

ルールがあり、今後、学術会議が事務局機能の強化を進める上で、職員規模や給与水準、採用形態

などについてさまざまな足枷が顕在化してくるのではないかと懸念される。そのような制約から解

放されるような在り方を目指す必要がある。 

 

◆ アクション・プラン（学術会議において検討中） 

 

◆ 事務局機能の強化、戦略機能の強化 

 

◆ 財政基盤の多様化 

 

◆ 必要な財政支援 ⇒ 国民の理解と支持 

 

◆ 外部資金獲得の支援に必要な措置 ⇒ 国民及び社会の理解と支持、連携 
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＜参考＞「日本学術会議法（昭和二十三年法律第百二十一号）」 抄 

 

第一条 （略） 

２ 日本学術会議は、内閣総理大臣の所轄とする。 

３ 日本学術会議に関する経費は、国庫の負担とする。 

 

第十六条 日本学術会議に、事務局を置き、日本学術会議に関する事務を処理

させる。 

２ 事務局に、局長その他所要の職員を置く。 

３ 前項の職員の任免は、会長の申出を考慮して内閣総理大臣が行う。 
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《ガバナンス》 

６ 国民の理解・信頼の確保に必要な高い透明性と自律的な組織としてのガバ

ナンスを担保するため、以下の方向で検討する。 

(1) 新たな日本学術会議に運営助言委員会（仮称）を置き、予算・決算、中期

的な計画その他の運営に関する重要事項（科学的助言の内容等に関すること

を除く。）について意見を述べる。委員は、会員及び連携会員以外の者が過半

数となるよう会長が任命する。 

(2) 新たな日本学術会議に監事を置く。監事は主務大臣が任命し、業務、財務

及び幹事会構成員の業務執行の状況を監査する。 

(3) 新たな日本学術会議は、毎年、業務執行、組織及び運営等の状況について

自ら点検及び評価を行い、その結果を公表する。 

(4) 主務大臣が任命する外部の有識者で構成される日本学術会議評価委員会

（仮称）を置き、新たな日本学術会議に求められる機能が適切に発揮されて

いるかという観点から、業務執行、組織及び運営等の総合的な状況について、

中期的な計画の期間ごとに評価を行う。新たな日本学術会議が中期的な計画

を策定するに当たっては、その意見を聴くものとする。 

 

 

◇ 学術会議は、国民から負託されたミッションを遂行するために、法律によ

り特別な地位・権限を負託され、国費による支援を受ける組織。 

 

①  学術的・科学的な活動は独立して自律的に行われること（「重すぎない組

織・制度」「シンプルかつ重点化」に留意） 

②  国民からの負託と財政支援に応える体制整備（高い透明性と自律的な組

織に必要なガバナンス） 

③  国民から負託されたミッションに沿った活動（国民との約束の履行、国

費の適切な執行） 

 が求められる。 

 

⇒ 学術会議が活動しやすく、それでいて外部の目と声が反映され、国民が

納得できる仕組み  
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◇ 外部の有識者や実務家が過半数となる運営助言委員会を設置し、ミッショ

ンの具体化や組織運営に外部の視点を反映するアドバイザリーボードとして

活用。 

運営助言委員会の委員は会長が任命し、予算・決算、中期的な計画など運営

に関する重要事項に意見を述べる。 

 ＊ アカデミア、産業界、地域、マネジメント・財務、海外アカデミーに詳し

い者、マスコミなど多様な分野の外部委員が想定される。 

 

 

◇ 法律に基づく特別な地位・権限と国費による財政支援を踏まえ、ミッショ

ン（国民の負託）に沿った活動・運営が行われるよう監事が常時支援（会長等

と定期的にコミュニケーション）。 

監事は主務大臣が任命し、業務、財務及び会長等の業務執行の状況を監査。 

 

 

◇ 学術会議は、ミッションを明確化・具体化するため、中期的な活動計画を

策定する。 

＊ 計画は、たとえば業務（科学的助言、国際活動、各種ネットワークの構築・

活用、国民及び社会との対話の促進）、組織・運営、業務運営の改善、財務

などについて記載。 

 ＊ 仮に会員の任期が 6年なら、中期的な計画の期間も 6 年か。 

 ＊ 学術会議は、計画の策定に当たり運営助言委員会及び日本学術会議評価

委員会の意見を聴くこととする。 

 

 

◇ 学術会議は、毎年、業務、組織・運営、財務の状況などについて自ら点検及

び評価を行い、その結果を（日本学術会議評価委員会に報告し、）公表。 

 

 

◇ 学術会議は、日本学術会議評価委員会を通じて、ミッションに沿った活動・

運営の状況を国民やステークホルダーに分かりやすく説明。 
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  日本学術会議評価委員会の委員は主務大臣が任命し、業務、組織・運営な

どの総合的な状況について、中期的な計画の期間ごとに評価を行う。 

 ＊ 委員は、たとえばアカデミア、国研、産業界、地方、国民生活、組織運営

などに高い知見を有する者を想定。 
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＜参考＞「日本学術会議法（昭和二十三年法律第百二十一号）」 抄 

 

第十四条 日本学術会議に、その運営に関する事項を審議させるため、幹事会

を置く。 

２ 幹事会は、会長、副会長、部長、副部長及び幹事をもつて組織する。 

３ 日本学術会議は、第二十八条の規定による規則（以下この章及び次章にお

いて「規則」という。）で定めるところにより、前章の規定による日本学術会

議の職務及び権限の一部を幹事会に委任することができる。 

 


